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	 森林・林業の構想とは何か
　「構想（=ビジョン、未来像）」とは、現状を将来に向かってどのように変えていくのか、その目
指すべき方向と一定時点での到達点をあらかじめ明らかにしたもので、関係者が全体としてまとま
りのある活動を行い、確実な成果を獲得していく際の道標としての役割を果たすものです。
　国レベルの「森林・林業の構想」には、森林・林業基本計画と全国森林計画が該当します。基本
計画は、森林・林業政策の方向性を示すものであり、平成23（2011）年７月に閣議決定された基本
計画では、その「方針」において、森林・林業再生プランの推進、地球温暖化対策や生物多様性保
全への対応、国内外の木材需給を踏まえた対応など我が国の森林・林業が目指すべき政策的な対応
方向を明らかにしています。これを受け、「目標」において、ゾーニングの考え方を示すとともに、
約1,000万haの育成単層林（≒人工林）のうち木材等生産機能が高い森林660万haを確実に維持し
つつ、その他は公益的機能をより重視した育成複層林に誘導し、平成32（2020）年の木材供給量を
3,900万㎥とするといった大まかな目標数値（到達点）を設定し、「施策」において、これを実現す
るための施策を明らかにしています。また、全国森林計画は、森林の整備・保全に関する15年間
の計画として、施業方法や路網の開設の考え方、伐採量や造林面積等の事業量を定めています。
　現在、国は、これらの計画に基づく取り組みを進めているところであり、地方公共団体・森林所
有者・林業事業体・木材産業事業者など森林・林業の関係者も同方向でそれぞれの取り組みを進め
ていくことが期待されています。
　さて、国レベルの計画は、国として取り組むべき方針や施策を網羅的にカバーする必要があるこ
とから最大公約数的・総論的な記載が多く、また、目標数値も、民有林・国有林の別なく将来の森
林面積や蓄積等をマクロ的に試算したものです。
　言うまでもなく、北海道から沖縄まで南北約3,000㎞にわたる我が国の森林は亜寒帯林から亜熱
帯林まで幅があります。また、このような森林としての相違に加えて、林業事業体の状況や木材加
工工場の配置など社会・経済的な状況も地域ごとに異なっています。
　したがって、地域レベルで森林・林業の構想を考える際には、総論的な国レベルの構想の内容を
単純に希釈して記載したり、また、マクロ的に試算・設定した国レベルの目標をただ面積按分した
りするようなことは意味がなく、地域特定的な内容を個別に検討していく必要があります。
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第１章

地域の森林・林業の構想

　第１部で説明したとおり、森林総合監理士の役割は、①広域的･長期的な視点に立った構想を作
成し、②公平･公正･中立的な立場から関係者の合意形成を図り、③構想の実現に向けた取り組み
を進めていくことにあります。
　第３部では、地域における森林･林業の構想に盛り込むべき要素等について説明した上で、その
ツールとして用いられる市町村森林整備計画の概要や、計画の策定に当たっての留意点について説
明します。
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第１章　地域の森林・林業の構想

	 構想の要素
　地域の森林・林業の構想に込めるべき要素は次のような事項です。

（1）基本方針

　地域の森林・林業のあり方を考えていく際には、地域において森林はどのような存在なのか、ど
のような特徴があるのか、地域の要望は何なのか、などについて検討した上で、関係者の合意に基
づく方向や目標を定めることが必要です。例えば、「人工林資源を最大限活用して林業を活性化し
ていく」、これとは逆に「木材生産を目的とした人工林の活用は一定区域にとどめ、公益的機能の
維持増進を優先する」、あるいは別な方向として「豊富に存在する天然林を活用してレクリエーショ
ン利用を活発化させていく」といった内容が大まかな基本方針になると考えられます。

（2）森林の取り扱い

　森林の適切な整備・保全を進め、上手に利用していくためには、「第２部　森づくりの理念と森
林施業」に記したとおり、林分の目標林型と流域の目標林型（ゾーニング）、これに応じた施業方
法などをあらかじめ決めておくことが必要です。特に、狭小かつ急峻な国土に多くの人口を擁して
いる我が国においては個々の森林に対して期待される機能が併存する場合が多いこと、また、森林
の整備・保全に税金が投入されていることを踏まえれば、ゾーニング等の設定は、国民・納税者の
理解と協力を得ながら森づくりを進めていくという観点からも重要です。このように森林の取り扱
いの大枠を決めた上で、個別の森林をどのように整備・保全し、利用していくのかについて、森林
の現況や地域ニーズ等を踏まえつつ、また、所有者の意向を尊重しながら決定していくことになり
ます。

（3）施策

　地域の森林・林業の基本方針の実現に向けた施策を検討する必要があります。現時点では、路網
の整備の考え方、林業機械の導入を含めた作業システムのあり方、森林の経営の受委託等に基づく
森林経営計画の作成、これを担う林業事業体や人材の育成、森林から生産される木材のサプライ
チェーンの構築などが施策の中心となります。

	 構想の策定の考え方
　地域の森林・林業の構想を検討する際には、「第２部　森づくりの理念と森林施業」のとおり、「合
自然性の原則」、「保続性の原則」、「経済性の原則」、「生物多様性保全の原則」を踏まえる必要があ
ります。
　また、最近の森林・林業を巡る情勢を踏まえ、特に留意すべき事項は次のとおりです。

2
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（1）持続可能な森林経営

　森林・林業基本計画においては、林産物の供給および利用の目標として平成32（2020）年の木材
供給量3,900万㎥（自給率50％）が示されていることから、とかく木材生産のみが注目されがちです。
　しかし、森林・林業基本法は、モントリオールプロセス等の国際的な文脈を踏まえながら、「森
林の有する多面的機能の持続的な発揮」という表現で「持続可能な森林経営」を位置づけており、
森林・林業基本計画においても、林業が森林生態系の生産力に基礎を置いていること、今後の森林
の整備・保全に当たって生物多様性保全の考え方を踏まえることなどが強調されています。
　このように、森林・林業基本法や森林・林業基本計画の理念においては、木材生産だけを追求す
るものではなく、持続可能な森林経営の実現が基本にあります。この点を十分に踏まえながら、地
域の森林・林業の構想の検討を進める必要があります。

モントリオール・プロセス

　平成4（1992）年、ブラジルのリオデジャネイロで開催された「環境と開発に関する国連会議
（UNCED）」において、森林の保全と利用を両立させ、森林からの恩恵を将来の世代が損なうことな
く享受できるように伝えていくべきという「持続可能な森林経営」が、森林の取り扱いに関する基
本的な考え方として国際的なコンセンサスとなりました。その後、「持続可能な森林経営」を推進す
るため、国レベルで持続可能な森林経営を客観的に評価するための「ものさし」である基準・指標
づくりが行われ、その指標の変化によって持続可能な森林経営への進捗が測られています。国際的
には、欧州の森林を対象とした汎欧州プロセス、熱帯天然林を対象としたITTO（国際熱帯木材機関）
によるものなど９つの取り組みがありますが、我が国は、米国・カナダ・ロシア・中国等と共に、世
界の温帯・亜寒帯林を対象としたモントリオールプロセスに参加しています。モントリオールプロセ
スでは表3-1のとおり７基準54指標を示しています。これらの７つの基準の関係を整理したものが
図3-1です。ここでのポイントは、①全体の土台として森林生態系の健全性と活力の維持が位置づ
けられていること、②その上で森林の機能としての生物多様性保全、森林生産力（木材等生産機能）
の維持、水土保全（水源涵養機能、山地災害防止機能/土壌保全機能）、社会・経済的便益の維持・
増進（快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能、文化機能）、炭素循環への森林の寄与（地
球環境保全機能）が発揮されること、③法的・制度的・経済的な枠組みが屋根として載っていること
です。つまり、森林の多面的機能の発揮のためには、森林生態系の健全性と活力の維持という「土台」
と、法的・制度的・経済的な枠組みという「屋根」が必要であるという点に特徴があります。

　平成13（2001）年に林業基本法から改正された森林・林業基本法では、「森林の有する多面的機
能の持続的な発揮」という表現で「持続可能な森林経営」を法的に明確に位置づけましたが、これは、
このような国際的な動向を踏まえたものです。



67

第
３
部　

森
林
・
林
業
の
構
想
と
市
町
村
森
林
整
備
計
画

第１章　地域の森林・林業の構想

表3-1　モントリオール・プロセスの7基準54指標

基　準 指標数 概　要

１ 生物多様性の保全 ９ 生態系タイプ毎の森林面積、森林に分布する自然種の数など

２ 森林生態系の生産力の維持 ５ 木材生産に利用可能な森林の面積や蓄積、植林面積など

３ 森林生態系の健全性と活力の維持 ２ 通常の範囲を超えて病害虫・森林火災等の影響を受けた森林の
面積など

４ 土壌及び水資源の保全・維持 ５ 土壌や水資源の保全を目的に指定や監理がなされている森林の
面積など

５ 地球的炭素循環への寄与 ３ 森林生態系の炭素蓄積量、その動態変化など

６ 長期的・多面的な社会・経済的便
益の維持増進 20 林産物のリサイクルの比率、森林への投資額など

７ 法的・制度的・経済的な枠組 10 法律や政策的な枠組、分野横断的な調整、モニタリングや評価
の能力など

出典：林野庁業務資料

図3-1　モントリオール・プロセスの基準のフレームワーク

出典：藤森隆郎『森林生態学　持続可能な管理の基礎』全国林業改良普及協会
※平成9年に高知で開催された国際シンポジウムでMaini氏が示した図を藤森（平成15）が改変

（2）コストの縮減

　我が国では、民有林には補助金（森林整備事業等）という形で、国有林には国有林野事業予算と
いう形で森林の整備に国費が投入されています（なお、国有林野事業は平成25（2013）年度に特別
会計から一般会計に移行しましたが、それ以前にも一般会計からの繰入を行っていたところです）。
この政策的な意図は、貨幣価値として現れていない（外部経済化している）森林の持つ公益的機能を、
個人の財産である私有林も含め、その所有形態にかかわらずなるべく高度に発揮させようとするこ
とにあります。このことを踏まえると、広く国民から集めた税金を投入している以上、森林整備に
要するコストを縮減して税金の投入を抑制する義務があります。また、補助金を上手に活用して路
網整備等の基盤整備を進めながら間伐を実施した結果、次回の間伐以降は間伐材の販売収入により
補助金なしで森林整備が実施されるような姿、つまり林業を「業（なりわい）」として成り立たせ
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ることができれば、一層好ましいことは言うまでもありません。つまり、森林・林業の構想を策定
するに当たっては、補助金を活用して公益的機能を発揮できる持続可能な森林経営の土台を構築す
るとともに、条件がよい地域については中・長期的に補助金の支えなしに林業を成り立たせていく
ような戦略を含むことが望まれます。
　なお、我が国の木材生産の労働生産性は、主伐で５㎥ /人日、間伐で3.45㎥ /人日という低い水
準にあり、材価と人件費などに照らして、このままでは林業を成り立たせることは到底できません。
このため、国では路網整備と機械化による生産性の向上を目指し、面的なまとまりをもって路網の
整備等を含む計画を作成する森林経営計画の作成を推進しているほか、間伐について５ha以上の
実施と平均で10㎥ /ha以上の搬出を条件づけた森林環境保全直接支援事業を実施しているところ
です。
　こうしたことから、地域の森林・林業の構想を策定する際には、生産性の向上によるコスト縮減
の視点を十分に盛り込む必要があります。

（3）木材のサプライチェーンの構築

　我が国では、近年、大型の製材工場や合板工場が各地に建設されています１）。これらの大規模工
場では、その操業を維持するために大量の原木を安定的に調達する必要があります。例えば、原木
消費量が５万㎥ /年の工場の場合、4,000㎥ /月＝1,000㎥ /週＝200㎥ /日、つまり、大型トレーラー
で５台、大型トラックだと10台以上の原木を毎日集荷する必要があります。また、FIT（再生可能
エネルギーの固定価格買い取り制度）の導入等により各地で計画や建設が進む木質バイオマス発電
施設においても、燃料として多量の原木を安定的に調達する必要があります。このような大量の原
木を市場での競りで調達することは、市の開催日や手数料、物流という点からも容易ではなく、商
流と物流の分離、県をまたぐ広い地域からの原木の集荷、山土場や中間土場から工場への直送など、
原木を安定的に供給する体制の整備が必要となります。
　このことを山側から見れば、山で生産した木材を漫然と原木市場に出すのではなく、生産される
木材の径級・品質・数量等を踏まえて販売先を検討し、協定等の締結も含め安定的な生産・供給を
行い、なおかつ、需要先からのニーズにも迅速に対応していくことが必要になります。
　地域の森林・林業の構想の検討に当たっては、山の現場が木材のサプライチェーンの最上流を担
う、山の現場を木材のサプライチェーンに明確に位置づけるという視点を意識することが必要です。
　なお、原木消費量５万㎥ /年程度の工場は、我が国では大型の部類に入りますが、100万㎥ /年
を超える工場が多数立地している欧州では小規模な工場に入ります。こうした欧州の工場で加工さ
れた製材品や集成材が日本国内の市場で直接競合していることを考えると、流通・加工を含むあら
ゆる段階での効率化が必要であることがわかります。

１）宮の郷木材事業協同組合（常陸大宮市）、渋川県産材センター
（渋川市）、森の合板協同組合（中津川市）、兵庫県産材センター
（宍粟市）、中国木材北広島工場（北広島町）など。



69

第
３
部　

森
林
・
林
業
の
構
想
と
市
町
村
森
林
整
備
計
画

第２章　市町村森林整備計画

	 森林計画制度の経緯
　我が国では、長期的な視点に立って計画的かつ適切な森林の取り扱いを推進するため、森林法に
基づく全国森林計画・地域森林計画・市町村森林整備計画・森林経営（施業）計画等からなる森林
計画制度により、森林の整備および保全を進めてきました。
　森林計画制度は、「森林資源の保続培養と森林生産力の増進」を図ることを目的とする森林法に
基づき、昭和26（1951）年に発足したものです。これ以来、その時々の時代の要請を踏まえ、次の
ような改正を経ながら、計画制度の運用が行われてきました。

①規制から奨励へ
　発足当初の森林計画制度は、大戦後のいわばはげ山化した森林の復元を進めていくため、過伐を
抑えるための伐採許可の限度量や造林の義務量が定められるなど、規制的・強制的な性格が強いも
のでしたが、その後、伐採許可制度の廃止（昭和37（1962）年）、森林施業計画制度の創設（昭和43

（1968）年）などの改正が行われ、経済原則に則った合理的な施業を森林所有者に期待する奨励的
なものへと変化しました。

②林業的側面への着目
　森林計画制度は、伐採・造林・保育・間伐・林道等を計画事項とする、文字どおり、「森林」の
計画でした。しかし、森林整備を着実に進めていくためには、森林の整備に関連する森林施業の共
同化（現在の施業集約化）、林業従事者の育成確保、林業の機械化、林産物の流通・加工施設の整
備といった条件整備を進める必要があるとの考えから、平成３（1991）年、林業的な性格の強い計
画事項として「森林施業の合理化に関する事項」が全国森林計画・地域森林計画に追加されました。

③公益的機能の重視
　森林計画制度は、木材生産の拡大を第一義とする皆伐・造林という施業体系を念頭においていま
したが、森林に対する国民の期待の高度化・多様化を踏まえ、平成３（1991）年、森林の公益的機
能増進を図る複層林施業や長伐期施業などの「特定森林施業計画制度」が導入されました。
　この制度は、平成13（2001）年の森林法改正により、公益的機能別施業森林（具体的には重視す
べき機能に応じ、森林を「水土保全林」、「森林と人との共生林」、「資源の循環利用林」に３区分）
の設定とこれに対応した森林施業計画の認定基準を通じ、機能の発揮に望ましい森林施業を推進す
る仕組みへと変化していきました。

④市町村の役割の強化
　市町村は、もともと森林計画制度で特段の位置づけがなされていませんでしたが、地域に最も密
着した行政機関である市町村の主導の下に人工林の間伐・保育を推進していくことを目的として、
昭和58（1983）年、人工林率が高い市町村を対象とした「森林整備計画制度」が導入されました。
この森林整備計画制度は、平成10（1998）年の森林法改正により、市町村森林整備計画という名称

1
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に改められるとともに、民有林が所在するすべての市町村に策定を義務づけることとなりました。
また、これと同時に、森林施業計画の認定、伐採届の受理、施業の勧告等の森林施業に関する権限
が都道府県知事から市町村長に委譲されました。

	 �森林・林業の再生に向けた森林計画制度の見直し
　このように、森林計画制度は、その時々の必要に応じて改正が行われてきましたが、森林・林業
の再生に向けて平成21（2009）年から行われた森林・林業政策の見直しの検討では、制度が複雑で
役割分担が不明瞭である、生物多様性の保全などの新たなニーズに対応する必要がある、各主体が
自発的な取り組みをできるようにする必要がある、森林の取り扱いルールを明確化する必要がある
などの指摘がありました。
　これを受け、平成23（2011）年４月の森林法改正により、森林所有者または森林の経営の委託を
受けた者が面的なまとまりをもって路網の整備等を含む計画を作成する森林経営計画制度の創設、
無秩序な伐採や造林未済地の発生を防止するための無届伐採者に対する伐採中止命令・造林命令の
新設、森林所有者が不明であっても路網整備や要間伐森林の間伐の実施を可能とする手続きの拡充・
改善が行われました。
　また、法改正にあわせて、伐採および伐採後の造林の届出制度や要間伐森林制度の運用の改善、
天然更新完了基準の考え方の明確化、国民各層にわかりやすい計画となるよう記載事項の大括り化・
簡素化なども行われたところです。
　地域に最も密着した公的計画である市町村森林整備計画については、かねてより、紋切り型であ
る（ややもすれば絵に描いた餅である、金太郎飴であるなど）といった指摘がありました。これを
踏まえ、市町村森林整備計画を地域の森林の「マスタープラン」とするため、①従来の３機能区分
を廃止し、市町村が主体的にゾーニングや施業方法を決定する仕組みを導入するとともに、②傾斜
別・作業システム別の路網密度の水準、作業路網の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域

（路網整備等推進区域）の設定、③計画全般の図示化などを行うこととしました。なお、森林法改
正に伴い計画事項の一部も見直されています２）。

2

図3-2　森林経営計画制度の見直し

２） 委託を受けて行う森林施業等の促進に関する事項、森林の保護に関する事項を
追加。また、林業従事者・機械導入・林産物利用促進施設を任意計画事項に変更。
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	 市町村森林整備計画の作成の進め方
　第２章でも述べたとおり、市町村森林整備計画は、地域の森林整備の構想・ビジョンを市町村が
主体的に示し、森林の発揮すべき機能と望ましい森林施業の内容、路網整備の方向性等を図面とと
もにわかりやすく示す「地域の森林のマスタープラン」です。
　市町村森林整備計画の策定は、こうした計画の性格を踏まえてデータの収集を行い、原案の作成、
公告・縦覧等という順番で進めます。森林総合監理士は、作成主体である市町村の主体性を確保し
つつ、都道府県や国有林等の関係者と連携を図りながら、技術面を中心に市町村を支援します。
　市町村森林整備計画は、５年ごとに樹立することとされており、計画事項を事務的に記載して済
ませてしまうことは容易ですが、森林総合監理士には、樹立時や変更時など積極的に機会を捉えて、
市町村森林整備計画のブラッシュアップを図っていくことが求められます。
　また、市町村森林整備計画の樹立は、その市町村が属する森林計画区の地域森林計画の樹立と同
年度に行われます。このため、伐採や造林に関する基本的な事項など市町村単独では検討しがたい
事項については、都道府県等と連携しながら、森林計画区全体で見直し作業を進めていくことが適
当です。

1
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実行性のある市町村森林整備計画の作成と 
実行管理に向けた准フォレスターの取り組み

　北海道では、市町村森林整備計画を地域の森林・林業のマスタープランとして実行あるものにす
るため、民有林・国有林の准フォレスターが調整役となり、市町村、各振興局の関係課、森林施業
プランナー、森林組合等の事業体職員、川下関係者からなる「市町村森林整備計画作業チーム」が
道内168市町村に設置されました。
　留萌振興局では、地域別に４つの合同作業チームがつくられ、市町村森林整備計画書の内容につ
いて関係者が連携して検討を行いました。例えばゾーニングについては、研修会や地域の基幹産業
の状況なども踏まえた検討を行うとともに、市町村独自の課題解決については市町村ごとに個別打
ち合わせを行い独自のゾーニングの設定も行っています。
　また、計画の実行性の確保のため、作業チームは「市町村森林整備計画実行管理推進チーム」と
して活動を継続することとしており、森林経営計画の作成促進、伐採造林届出に係る現地調査・指
導等に取り組んでいます。
　これらにより、准フォレスターが中心となって、国有林・公有林・私有林の連携による地域の合
意形成が図られ、その上で地域の現状に即した市町村森林整備計画書が作成されるとともに、地域
全体としてこれを適切に実行管理していく意識が高まるという効果が生まれています。
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	 資料の収集
　市町村森林整備計画を作成するためには、その地域の森林がどのような可能性を持つのか、どの
森林をどのように保全・整備し、また利用していくのかを見極めていかなければなりません。その
ためには、次のような情報を収集していく必要があります。

表3-2　事前に把握しておくべき資料の例

１ 森林資源等に関する情報
・�現行の地域森林計画、市町村森林整備計画
・�森林簿（必要に応じて現地調査等を実施）
・�空中写真や衛星写真等の地図情報
・�森林施業履歴、路網整備状況、森林経営計画（森林施業計画）作成箇所、�
集約化実施区域等の図面

・�傾斜区分図、降水量、土壌地質図、地形分類図
２ 公益的機能発揮に関する情報
・�森林簿に記載されている小班ごとの５機能評価
・�保安林、砂防指定地、文化財、天然記念物、自然公園、自然環境保全地域等
・�上水道水源や用水路の位置
・�山地災害危険地区、ハザードマップ
・�森林公園、登山道、散策路
・�植生図、営巣木、郷土種、希少動植物

３ 森林施業の体系に関する情報
・�地域で一般的に実施されている施業の体系や実例
・�伝統的あるいは特徴的な施業体系

４ 造林・育林に関する情報
・�地域で一般的に実施されている造林・保育の方法
・�競合植生の状況（タケ、ササ、クズ等）

５ 森林所有者や林業事業体に関する状況
・�森林所有者の状況（不在村森林所有者の状況）
・�境界明確化の状況（地籍調査の実施状況、森林境界明確化等の状況）
・�森林組合や民間事業体等の林業事業体の状況
・�施業や経営の受託に熱心な者の状況

６ 木材の生産･販売に関する情報
・�路網の整備や高性能林業機械の導入など効率的な施業の実施状況
・�地域の木材の需給状況や生産の動向
・�原木の搬出･流通状況、原木市場の有無
・�製材等の木材加工工場の位置、原木消費量、販売製品の動向
・�木材価格の状況

	 市町村森林整備計画の記載事項や様式
　市町村森林整備計画の計画事項は、森林法に定められており、詳細な記載事項の考え方や様式・
記載要領は「市町村森林整備計画制度等の運用について（平成３年７月25日３林野計第305号）」
で示されています。この計画事項は、伐採および伐採後の造林の届出があった際の指導、変更命令

2

3
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等の基準や、森林経営計画の認定の基準として、実際の効力を発揮することになります。
　ただし、ここに示された様式・記載要領はあくまでもひな形であり、内容さえ盛り込まれていれ
ば、自由なスタイルで記載することは問題ありません３）。また、それぞれの項目において、それぞ
れの市町村で適切な森林整備を進めていく観点から、地域の特性を踏まえて必要な事項を記載する
こともできます４）。

表3-3　市町村森林整備計画の主な計画事項

計画事項 ※
Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項
１ 森林整備の現状と課題
２ 森林整備の基本方針
３ 森林施業の合理化に関する基本方針

（１）

Ⅱ 森林の整備に関する事項
第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項(間伐に関する事項を除く)

（３）第２ 造林に関する事項
第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法

その他間伐及び保育の基準
第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 （２）

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 （５）

第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 （４）
第８ その他必要な事項
１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項
２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項
３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項

（６）
（７）

Ⅲ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他森林の保護に関する事項 （８）

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項

Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 （９）

付属資料（市町村森林整備計画概要図、参考資料）

※括弧内の数字は、次節「4 市町村森林整備計画の原案の作成」の番号に対応

　以下では、計画事項のうち、森林総合監理士が特に検討に当たって力を込めるべき事項を中心に、
計画の原案作成に当たっての留意点を記載します（記載の順番は、森林総合監理士の実際の活動を
念頭に一部入れ替えています）。

３）例えば、岐阜県高山市では、市民にわかりやすい計画書と
するため、高山市の森林・林業の現状や課題を踏まえた対策の
方向性、その実現に向けた基本施策を前半部分で記載し、森林・
林業関係者に関係が深い森林整備の基準や計画量を後半部分に
記載するなどの工夫をしています。
４）市町村森林整備計画では、原則として数量は計画事項とは
なっていませんが、計画期間における間伐面積の目標など、市
町村独自の判断で数値目標を記載している事例もあります。
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	 市町村森林整備計画の原案の作成

（1）森林の整備に関する基本的な事項

　「Ⅰ　伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項」
　ここでは、森林整備の現状と課題を踏まえつつ、森林整備の基本方針と施業合理化の基本方針に
ついて記載します。その際には、「第１部　森林総合監理士（フォレスター）」、「第２部　森づくり
の理念と森林施業」、「第１章　地域の森林・林業の構想」の記載内容を念頭に検討を進めてくださ
い。
　また、後述する伐採・造林等の基準やゾーニング等は森林所有者等が行う森林整備に直接的に関
係しますが、この基本方針はそのような性格ではありません。このため、ともすれば一般的・抽象
的な内容となってしまいがちですが、地域の森林・林業をどのような方向に持っていくべきかにつ
いて関係者の意識を共有していく際の理念的なバックボーンとなるものであり、地域の森林・林業
の現状と課題を踏まえつつ、できるだけ具体的でわかりやすい記載とすることが重要です。

4

市町村の特色を踏まえた記載の例

　舞鶴市森林整備計画では、「地域の目指すべき森林資源の姿」の記載を機能別・地域別に充実す
るとともに、計画書の冒頭に「2050年のまいづる〜森林と木のある暮らし」と題する前文およびイ
ラストを置き、舞鶴市の将来の森林・林業のイメージを市内の主要地区ごとにわかりやすく記載して
います。
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（2）ゾーニング

　「Ⅱ 森林の整備に関する事項」の「第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項」
　なお、「公益的機能別施業森林『等』の整備」となっているのは、木材生産機能維持増進森林のゾー
ニングがあるためです。

①ゾーニングの種類
　市町村森林整備計画のゾーニングの仕組みは、平成23（2011）年の森林法改正以前は「水土保全
林」「森林と人との共生林」「資源の循環利用林」という定められた３区分でしたが、今般、市町村
が主体的にゾーニングを決定する仕組みへと見直されました。
　森林・林業基本計画では、日本学術会議の答申を参考に、森林の有する機能として、水源涵養機
能、山地災害防止機能／土壌保全機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能、文化機
能、生物多様性保全機能、地球環境保全機能、木材等生産機能を例示しています。
　市町村森林整備計画では、水源涵養機能、山地災害防止機能／土壌保全機能、快適環境形成機能
については、それぞれの機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域を設定する
こととしています。また、保健・レクリエーション機能、文化機能、生物多様性保全機能（原生的
な森林生態系など属地性があるもののみ）については、それらの維持増進を図るための施業には類
似性があることから、これらを１つのものとして取り扱い、保健文化機能の維持増進を図るための
森林施業を推進すべき森林の区域として設定することとしています。さらに、必要に応じ、その他
の公益的機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林を市町村が独自に設定することも
可能です。なお、地球環境保全機能は属地性がないためゾーニングの対象外としています。
　以上のような公益的機能に着目したゾーニングとは別に、木材の生産機能の維持増進を図るため
の森林施業を推進すべき森林の区域も設定します。
　結果として、表3-4に示した６つのゾーニングを市町村が決めていくことを基本としています。

県独自（島根県）の計画様式を市町村に提示し、作成した例

・各市町村は、「重点推進項目」を中心に独自の取り組みを明確化。

江津市
①木材生産体制の強化
②木材需要の拡大
③海岸林の保全対策
④森林空間の整備と利活用
（浅利富士、風の国など）
⑤木質バイオマス利用の促進

出雲市

①松枯れ対策と森林再生
②木材増産対策
③木材加工・流通対策

・�ゾーニングや基準等は、「森林計画制度の運用上定める事項」、「森林整備・木材生産を行う際の技
術的基準・指標等」という形で計画末尾に整理。
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このうち、ア～オが、森林法で定める公益的機能別施業森林に該当します。
　なお、これらのゾーニングについては、期待する機能の発揮に向けた施業が相反する場合以外は
重複させることが可能です。ただし、ゾーニングが重複すればするほど森林の取扱いが複雑になる
ことに留意することも必要です。また、期待する機能が定まらない森林については、特段のゾーニ
ングを設定しない白地とすることも可能となっています。

表3-4　市町村森林整備計画のゾーニング

ア．水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
（水源涵養機能維持増進森林）

イ．土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進す
べき森林（山地災害防止機能/土壌保全機能維持増進森林）

ウ．快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
（快適環境形成機能維持増進森林）

エ．保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	 （保健文化機能維持増進森林（生物多様性保全を含む））

オ．その他の公益的機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

カ．木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
（木材生産機能維持増進森林）

※括弧内は略称。
※オが市町村が独自に設定するゾーニングに該当

②ゾーニングの進め方
　具体的なゾーニングの進め方は、以下のとおりです。

（公益的機能別施業森林の設定）
　各森林について、保安林、砂防指定地、自然公園などの法令による施業方法の規制の有無や、森
林の属性・位置、地域森林計画の樹立等に伴って更新される森林簿の「機能の種類」欄に記載され
ている水源涵養機能、山地災害防止機能/ 土壌保全機能（山地災害防止機能）、快適環境形成機能（生
活環境保全機能）、保健・レクリエーション、文化、生物多様性保全機能（保健文化機能）の評価の
高低（H・M・L）を踏まえ、期待される機能を把握します。これらに加え、森林の有する機能につ
いての地域の要請や既往の森林施業体系等も勘案しながら、各々の機能に応じたゾーニングを設定
します。
　その際、面的な森林の広がりによって発揮される性質を持つ水源涵養機能と山地災害防止機能／
土壌保全機能（土砂流出防止に係るもの）については、林班等の広い範囲を単位としてゾーニング
を設定することが望まれます。他方、属地的に発揮される性質を持つ山地災害防止機能／土壌保全
機能（土砂崩壊防止に係るもの）、快適環境形成機能、保健文化機能については、林班という単位
にとらわれることなく特定の区域にゾーニングを設定することが望まれます。
　このほか、地域独自の公益的な機能の発揮を図るため、独自の公益的機能別施業森林を設定し望
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ましい森林施業の方法を示している例もあります。

（木材生産機能維持増進森林の設定）
　「木材生産機能維持増進森林」は、森林簿に記載されている木材等生産機能の評価の高低、林木
の生育状況、路網整備の状況および今後の見通し、林業機械の導入状況などを踏まえ、循環的な木
材生産が経済的に成り立ち得る森林について、面的なまとまりをもった施業をイメージしながら設
定していきます。
　「第１章3 構想の策定の考え方」で述べたとおり、コストの縮減や木材のサプライチェーンの構
築が求められる中、我が国の約1,000 万ha の人工林を一律に維持していくことはできません。実際、
森林・林業基本計画においても、マクロ的な試算に基づき、約1,000万haの育成単層林（≒人工林）
のうち、引き続き育成単層林として維持するものを660万haとしています。
　地域の森林・林業の構想の検討に当たっては、地域に存する人工林の個別の状況を踏まえながら
木材生産機能維持増進森林の区域を決めていくことになります。この際の考え方は、「第２部　第
３章　針葉樹人工林の目標と間伐」に記したとおり、人工林の目標設定に当たっては、森林の現況

（＝木材生産にふさわしい森林かどうか）および生産活動の可能性（＝効率的な木材の搬出が可能か
どうか）という２つの観点が中心となります。
　具体的には、成長が良好で車両系作業システムの導入が可能な人工林が木材生産機能維持増進森
林の最優先となり、タワーヤーダ等の架線系作業システムの導入が可能な人工林が次に優先度が高
いものとなるでしょう。他方、成長量が小さい人工林や、路網の整備やタワーヤーダの導入ができ
ないなど効率的な生産活動の可能性が高くない人工林については、木材等生産機能の維持増進森林

「以外」に設定することとなります（ただし、このような森林についても、公益的機能の観点から
森林整備が必要であることに変わりありません）。
　木材生産機能維持増進森林については、実務的には、森林の現況や生産活動の可能性など森林の
潜在性だけではなく、林業経営に対する森林所有者の意志や森林経営（施業）計画の作成状況など
現場の状況も把握しゾーニングを実施していくことが重要です。
　なお、公益的機能と同時に木材等生産機能が発揮される森林もあることから、「木材生産機能維
持増進森林」と「公益的機能別施業森林」とを重複して設定することも可能としています。
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※伐期の延長と、長伐期施業、複層林施業および択伐による複層林施業のいずれかの施業とは、重複して記載することも可能

図3-4　市町村森林整備計画のゾーニングのイメージ

図3-3　公益的機能別施業森林等の区域を活用した場合のゾーニングの設定について
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「防風林が遮蔽による防風効果を維持するためには、20〜４０m以上の林帯幅を確保する必要が言われ
ているため、伐採に当たっては原則２０m以上の林帯を残す」など

（事例）北海道標津町
・渓畔林や防風林の保全ルールを明確化
「河畔林区域で皆伐を行う場合には、河川環境への配慮のため、下図のとおり、原則、斜面のり肩か
ら20〜30m幅は伐採は行わずに残地林帯として残す」

図3-5　北海道標津町の例

③ゾーニングに応じた施業
　公益的機能別施業森林のゾーニングでの施業方法については、水源涵養機能維持増進森林では伐
期間隔の拡大（標準伐期齢＋10年以上）、山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林、快適環
境形成機能維持増進森林、保健文化機能維持増進森林では、特に機能の発揮が求められる森林では
択伐による複層林施業を、また、適切な伐区の形状・配置により機能の確保が可能な森林について
は長伐期施業（標準伐期齢の概ね２倍以上の林齢を超える林齢で主伐）を、その他の森林では択伐
以外による複層林施業とすることを原則としています。
　また、保安林などに指定されている森林については、法的に定められている施業方法を参照しつ
つ、施業方法を設定することが望まれます。
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公
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的
機
能
別
施
業
森
林
の
区
域

施
業
上
の
制
約

上
記
以
外

土地に関する災害の防止及び
土壌の保全の機能の維持増進
を図るための森林施業を推進
すべき森林

水源の涵養の機能の維持増進を図る
ための森林施業を推進すべき森林

木材の生産機能の維持増進を図る
ための森林施業を推進すべき森林

保健文化機能の維持増
進を図るための森林施
業を推進すべき森林

快適な環境の形成の
機能の維持増進を図
るための森林施業を
推進すべき森林

複層林施業
（択伐）

複層林施業
（択伐以外）

伐期の延長
（標伐＋10）

長伐期施業

通常伐期

図3-7　公益的機能別施業森林等と施業の種類との関係（イメージ）

※�「保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林」においては、特定広葉樹育成施業の設定が可能

図3-6　公益的機能別施業森林の区域で設定する施業方法
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（3）標準的な施業の方法

［　「Ⅱ 森林の整備に関する事項」の「第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項」、「第２ 造林に
関する事項」、「第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法」 ］

　ここでは、標準伐期齢、主伐の標準的な方法、人工造林の対象樹種と標準的な方法、天然更新の
対象樹種と標準的な方法、天然更新補助作業の標準的な方法、間伐の標準的な林齢・方法、保育の
標準的な方法を定めることとなっています。実態としては、計画書に書き込む内容自体の差異はあ
まり大きくないところですが、地域における伐採・更新の考え方をガイドラインとして示し、望ま
しい森林施業を誘導していくためには重要な基準となります。
　これらの施業方法等については、例えば、

a）�高齢級の人工林においても成長が比較的維持されるという最近の研究成果を踏まえ（第２部参
照）、収穫予想表を見直し、標準的な間伐の林齢・方法・間隔に反映する。

b）�伐採と地拵えの一体的な実施やコンテナ苗の導入などが進みつつあることを踏まえ、人工造林や
保育の標準的な方法を見直す。

c）�「天然更新完了基準書策定の手引き（解説編）」に準拠する形で、天然更新の対象樹種や標準的な
方法、更新補助作業の標準的な方法を見直す。

d）�植栽によらなければ適確な更新が困難な森林については、人工林の天然更新は容易ではなく、ま
た、人工林のすべてを今後も植栽により人工林として維持していくことも現実的ではないため、

「天然更新完了基準書作成の手引き（解説編）」を参考として、各地域の実態に即して適切な設定
を行う。

など、技術面から検討を要する事項が少なからず存在しています。
　しかし、森林総合監理士が単独でこれらの課題について検討を深めていくことは容易ではなく、
また、科学的知見に基づかず市町村毎にバラバラな基準が設定されることを避ける必要があること
などから、県の本庁や試験研究機関と連携を取りながら、地域森林計画の計画区全体で見直し作業
を進めていくことが適当です。
　また、要間伐森林については、間伐等が適正に実施されていない森林であって、これを早急に実
施する必要のある森林について市町村長が直接その所有者へ通知することにより、間伐の実施を促
す仕組みとなっています。そのためには、計画期間内に間伐を実施する必要がある森林（例えば、
森林経営計画がたてられていない森林のうち一定面積以上で、計画期間の前期５年間に間伐を実施
する必要がある森林）をあらかじめ把握し、市町村森林整備計画概要図への図示やリストアップを
行っておくことが重要です。
　なお、ここでの施業方法は、計画制度上の「きまり」です。認定基準や市町村森林整備計画に記
載された施業方法を遵守することは、森林を適切なものに誘導していくことにつながるものですが、
遵守するだけで理想的な山づくりが達成されるものではありません。施業の実施に当たっては、将
来の森林の姿を想定しながら、個々の森林の特性に応じた技術を科学的に検討することが必要です。
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地形急峻

路網密度以上

公道

基幹路網

細部路網

市町村界

林班界

河川

木材等生産
機能「Ｌ」
路網密度
1/2未満
路網密度1/2以
上、水準未満

図3-8　路網整備等推進区域の考え方について

（4）路網の整備

［「Ⅱ 森林の整備に関する事項」の「第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整
備に関する事項」 ］

　「第１章3 （2）コストの縮減」で述べたとおり、労働生産性を向上させていくためには路網の整
備と機械化の推進が不可欠です。
　このため、森林・林業基本計画において、林道・林業専用道・森林作業道を適切に組み合わせた
路網整備の加速化、傾斜区分別の作業システムに応じた路網整備水準の明確化、林業専用道作設指
針・森林作業道作設指針の活用等を盛り込んだところです。市町村森林整備計画では、①路網密度
の水準、②路網整備等推進区域、③作業路網の整備の３点について記載します。

①路網密度の水準
　地域の地形・地質、既存の路網の状況、集約化の進捗度合い、さらには作業システムの現状と将
来の見通しなどを踏まえ、地域森林計画の基本的な考え方に従い、傾斜別・作業システム別の路網
密度の水準（目安）を設定します。詳細については、「第５部　路網と作業システム」を参照してく
ださい。

②路網整備等推進区域
　上記「（2）ゾーニング」に記したとおり、市町村森林整備計画では木材生産機能維持増進森林のゾー
ニングを行いますが、このゾーニングは主に木材生産の潜在性に着目したものです。実際に木材生
産を実施していくためには、路網整備や施業集約化を進め、潜在性を現実のものとしていく必要が
あります。
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　そこで、市町村森林整備計画においては、木材生産機能維持増進森林の区域を中心に、計画期間
内に路網整備や施業集約化を推進していく区域として「路網整備等推進区域」を設定することとし、
その区域を計画の概要図に図示することとしています（大きいゾーニングの中に小さいゾーニング
をするイメージ）。
　路網整備等推進区域の設定に当たっては、地形・地質、木材生産の可能性、現時点の路網密度な
どの状況を踏まえる必要があります（図3-8参照）。さらに、この区域は林業専用道等の整備と施業
集約化による間伐等を推進していくことを想定した区域となるので、計画期間内の搬出間伐等の予
定量と実行可能性、木材生産量（売上げ）の見込みと路網整備に係る経費の比較、実際の林業専用
道等の線形の検討を行っておくことが有効です。

③作業路網の整備
　市町村森林整備計画の計画事項の中で主要なものとしては唯一計画量を記載することとしている
項目です。
　基幹路網（林道・林業専用道）については、作設や維持管理の考え方を記載するほか、整備計画
について地域森林計画に記載されているものを転記します。その上で、基幹路網の予定線形を図示
します。また、細部路網は、森林所有者等が作設するものであることから、作設や維持管理の考え
方を記載します。
　林業専用道・森林作業道については、「第５部　路網と作業システム」を参照してください。

（5）森林の経営の受委託の推進

［「Ⅱ 森林の整備に関する事項」の「第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進
に関する事項」 ］

　小規模零細な所有構造にある我が国において、路網の整備や機械化の推進等を通じて効率的な森
林整備を進めていくためには、面的まとまりのある森林を確保していく必要があります。面的まと
まりの確保については、提案型集約化施業等により短期的な施業レベルの集約化が進んできていま
すが（「第６部　これからの提案型集約化施業の進め方」参照）、さらに森林の面的な集積を図り、
中長期的な受委託を進めていくため、森林所有者または森林経営の委託を受けた者が面的なまとま
りをもって路網の整備等を含む森林経営計画の作成を促進していくこととしています。
　市町村森林整備計画では、森林の経営の受委託等による規模拡大の方針・方策等について記載し
ます。方針について計画書に書き込む文言に特色を出しづらい項目ではありますが、方策について
は、地域の森林・林業や林業事業体の現状を踏まえ、具体的な合意形成に向けた方法（地域協議会
の活用等）や、受委託の促進に向け必要な森林所有者情報の提供の推進方法などについて記載する
ことが望まれます。

（6）機械の導入

［　「Ⅱ 森林の整備に関する事項」の「第８ その他必要な事項（２森林施業の合理化を図るた
めに必要な機械の導入の促進に関する事項）」 ］

　森林施業の機械化は、路網の整備と一体的に進めていくことが重要であり、「（4）路網の整備」
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と関連づけながら、高性能林業機械の導入や作業システムの選択の考え方について検討することが
必要です。
　林業機械・作業システムについては、「第５部　路網と作業システム」を参照してください。

（7）林産物利用促進施設等

［「Ⅱ 森林の整備に関する事項」の「第８ その他必要な事項（３林産物の利用の促進のために
必要な施設の整備に関する事項）」 ］

　ここでは、原木市場や貯木場等の流通施設、製材工場やチップ工場等の加工施設の整備について
記載することとされていますが、木材加工工場の大型化、原木流通の広域化・直送化が進んでいる
ことを踏まえれば、市町村単位で小規模施設を整備することは現在ではあまり想定されません。
　したがって、森林・林業の構想を練る上では、本項目の記載にとらわれず、山の現場から川下の
工場・消費者に到る木材のサプライチェーンを構築していくという視点から、市町村周辺の（大型）
木材加工工場や木質バイオマス利用施設の配置、流通の状況、これを踏まえた木材の販売戦略等に
ついて記載することを検討してください。
　木材の流通・販売等については、「第７部　木材流通・販売」を参照してください。

（8）森林の保護に関する事項

「Ⅲ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他森林の保護に関する事項」
　森林病虫害対策に関しては松枯れやナラ枯れなどの被害の発生状況や駆除・予防活動等について、
また、鳥獣被害対策に関してはシカ等による樹木の食害の状況、防護柵設置の計画、捕獲ワナの設
置等について記載します。このほか、林野火災予防の取り組み、火入れの目的・方法等について記
載します。

（9）その他森林の整備のために必要な事項

「Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項」
　（1）～（8）のほか、必要に応じて森林の整備のために必要な事項について、地域における特徴的
な取り組みを踏まえ、森林経営計画の作成や、生活環境の整備、森林整備を通じた地域振興、森林
の総合利用の推進等に関する事項等について記載します。
　このうち、森林経営計画の作成に関する事項においては、造林、保育、伐採および木材の搬出を
一体として効率的に行うことができる区域として、森林法施行規則第33条第１号ロに定める区域
の範囲を定めることができます。この区域は、平成26（2014）年度から追加された森林経営計画の
作成要件（区域内で30ha以上）に関わるものであり、将来にわたって持続可能な森林経営が行われ
るよう適切に定める必要があります（森林経営計画については第４部を参照）。
　また、本格的な利用期を迎えている我が国の森林資源を活用し、持続可能な森林経営を進めてい
くためには、木材の利用拡大を図ることが重要となりますが、再生可能エネルギーとしての木質バ
イオマスの利用は、地域資源の有効な活用手段であるとともに化石燃料に由来する二酸化炭素の排
出を抑制するものとして近年大きく注目されています。このため特に木質バイオマスをはじめとす
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る再生可能エネルギーの利用に取り組む市町村等においては、未利用間伐材等の活用推進や森林資
源の適正な利用等について記載することを検討してください。

	 市町村森林整備計画の図示化
　市町村森林整備計画は、森林・林業関係者をはじめ一般市民から森づくりへの理解と協力を得ら
れるよう、計画書と併せて市町村森林整備計画概要図の作成を原則としています（図示化）。概要
図の作成に当たっては、都道府県と連携しながら森林GIS（地理情報システム）を活用するなど、
効率的かつわかりやすい図示化となるよう工夫してください。なお、市町村にGISを導入する際に
は、都道府県と互換性のあるシステムを選択することが重要です。

	 合意形成等

（1）森林所有者等への説明会

　森林所有者等は、市町村森林整備計画におけるゾーニングや施業方法の設定・変更により、自ら
の森林施業に直接的な影響を受けることになります。また、森林所有者等のほかにも、地域の森林
において活動をしている者など様々な関係者がいます。法的な手続きとして公告・縦覧があるとは
いえ、地区別の説明会の開催、広報誌や書面による周知等により、市町村森林整備計画の案につい
て森林所有者等をはじめとする関係者の理解を得ておくことが望まれます。

（2）学識経験者からの意見聴取

　市町村森林整備計画案を作成する際は、森林・林業に学識経験を有する者の意見を聴くこととさ
れています。これは、林業普及指導員（森林総合監理士）等が市町村の森林・林業行政を技術的に
支援する仕組みとして導入したものです。（「第１部　森林総合監理士（フォレスター）」参照）。
　実際の運用では、林業普及指導員（森林総合監理士）のほか、地域の森林・林業に精通している
森林所有者、森林組合その他の林業・木材産業関係団体の代表者、森林管理署長、大学教員・研究
者等をもって構成する協議会の開催５）や、これらの者のいずれかから意見聴取を行うことになり
ます。

（3）公告・縦覧、都道府県知事への協議等

　説明会、有識者ヒアリング等を経た後、公告・縦覧を行い、都道府県知事への協議、必要に応じ
て森林管理局長への意見聴取を経て、市町村森林整備計画の樹立となります。
　なお、森林管理局長への意見聴取は、当該市町村の区域内における国有林の分布の多寡、市町村
森林整備計画を推進していく上での国有林とのかかわり等を勘案し、民有林と国有林とが一体と
なって行う森林整備を進めていくことや、民有林・国有林の森林総合監理士が連携して市町村森林
整備計画の作成や実行を支えていくことの重要性を踏まえて行うこととなります。

5

6

５）岐阜県では市町村ごとに「森林管理委員会」を設置し、こ
のような場で意見聴取を行っています。
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第４章

市町村森林整備計画の実行監理
　地域の森林・林業の構想である市町村森林整備計画の実現のためには、森林所有者等による森林の
整備等が市町村森林整備計画に適合しているかを確認するなど、計画策定後の実行監理が重要です。
　森林総合監理士には、森林経営計画の認定等、伐採および伐採後の造林の届出制度の運用、要間
伐森林制度の運用等について、市町村行政を支援していくことが求められます。

	 森林経営計画の認定
　森林経営計画について認定の申請があったときには、市町村長は、市町村森林整備計画の記載事
項を踏まえながら、森林法・森林法施行規則に定める施業の実施基準に適合するかどうかについて
審査します。市町村が市町村森林整備計画において独自の記載をしている場合には、この記載にも
適合していることも審査します。
　このため、市町村森林整備計画に定める森林施業等の基準やゾーニングが、森林経営計画の認定
基準を大きく左右しますので、市町村森林整備計画の策定に当たっては、地域の森林のあるべき理
想の姿を具体化する一方で、地域の実態に即した実現可能な計画として検討する必要があります。
　また、森林経営計画の作成を主に担う森林施業プランナーとは、日常的に情報交換・意見交換を
行いつつ、市町村森林整備計画の中に込めた将来の森林の姿や木材生産の方向性などについての考
え方を共有するように努めていくことが重要です。
　森林経営計画制度については、「第４部　森林経営計画」を参照してください。

	 伐採および伐採後の造林の届出制度の運用

（1）制度の趣旨

　伐採および伐採後の造林の届出は、保安林等以外の森林において、森林所有者等が伐採を行おう
とするとき、伐採や伐採後の造林について、市町村森林整備計画に従ったものとなるよう、作業開
始日の90 ～ 30日前に市町村長に提出する制度です（森林経営計画に基づく伐採については本届出
は不要であり、事後の届出が必要となります）。
　平成24（2012）年４月に施行された改正森林法により、無届で伐採を行った場合の伐採中止命令
や造林命令が措置されたことに加えて、罰金も30万円から100万円に引き上げられるなど厳格化
されました。
　市町村に対して届出があった場合は、その伐採の箇所について、法令に基づく規制の有無を確認
するとともに、伐採および伐採後の造林計画が市町村森林整備計画に適合しているかを確認します。
適合していない場合は、届出提出者にその旨を伝え、適正な届出が出されるよう指導し、必要な場
合には届出の変更命令を出します。
　届出で計画された伐採や造林の実施状況については、現場を確認の上、伐採方法や造林の方法が
届出と異なる場合には、指導や遵守命令を行うことになります。また、天然更新が計画されている
場合には、５年後の天然更新の確認の時期に更新が図られていない場合の植栽等の計画もあわせて

1

2
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届け出ることとなっており、確認の際、市町村森林整備計画に定める更新完了のガイドラインに照
らし更新が図られていない場合は植栽等を行うように指導し、必要な場合には植栽等の実施につい
て遵守命令を行うこととなります。
　また、届出をせずに立木を伐採した者が引き続き伐採をし、または伐採後の造林をしない場合に、
災害を発生させるおそれ等があると認めるときは、伐採の中止または伐採後の造林をすべき旨を命
ずることができることとされています。
　このように、伐採・造林のルールの徹底を図るための制度的な手当てがしっかりと行われている
ところですが、現場においては、森林所有者や立木買いをした者に伐採および伐採後の造林の届出
を確実に提出させ、その届出に沿った伐採・造林を実施してもらうことが必要です。持続的な森林
経営を実現していくためには、森林経営計画の対象森林だけではなく、それ以外の森林においても、
合法的な手順を経て伐採が行われ、適切な造林が行われるということが求められます。無届伐採や
伐採後の放置といった違法行為が行われないよう、しっかりと本制度の周知や指導を図っていくこ
とはもとより、地域における伐採の状況や材の流れを把握し、無届伐採の疑いがある伐採・搬出・
運材がないか気をつける、あるいはこれらの情報が得られるような地域とのネットワークづくりを
図るなど、制度が「絵に描いた餅」とならないようにしていくことが重要です。

第４章　市町村森林整備計画の実行監理

図3-9　伐採造林届出制度の概要

（2）合法木材証明

　合法木材証明は、海外での違法伐採が問題となり、平成18（2006）年４月より日本政府が政府調
達の対象となる木材・木材製品について、合法性が証明されたものを購入することを決めるなど、
木材流通において緊急の課題となっています。このため、我が国では、伐採および伐採後の造林の
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届出が市町村森林整備計画に適合していることの通知書（適合通知書）、保安林伐採許可等の通知書、
森林経営計画の認定書等の写しを森林所有者は素材生産業者等に渡し、素材生産業者等は立木を伐
採し素材を納品するときに、その証明書に事業者名等を記載して木材関係業者に渡す、という仕組
みで合法性を証明することとしています。
　そもそも森林を伐採する場合は、（1）のとおり、伐採および伐採後の造林の届出が森林法によっ
て義務づけられていることから、森林所有者、素材生産業者など伐採を行う者に対する制度の周知
を徹底することとあわせて、合法木材証明の活用を通じて市場を合法木材で満たすための対策を進
めることが重要です。

	 要間伐森林制度の運用
　要間伐森林制度は、適切な森林施業が行われないことにより山地災害防止機能など森林の有する
公益的機能が十分に発揮されない場合もあることを踏まえて、市町村長が、間伐等が適正に実施さ
れていない森林であってこれを早急に実施する必要がある森林を「要間伐森林」として当該森林の
所有者に直接通知し、森林施業の実施や施業を代行しようとする者への権利移転に関する勧告、さ
らに都道府県知事が権利移転に関する調停等を行った上で、最終的には裁定を行い、適切な森林施
業の実施を確保する制度です。
　なお、従前の要間伐森林制度では、市町村森林整備計画で要間伐森林を指定する仕組みであった
ため、森林所有者が要間伐森林の指定の事実を認識しづらく自発的な間伐が進みづらかったことに
加え、裁定の仕組みが分収育林契約に限定されていたため、施業の代行について積極的な対応が難
しいといった面がありました。
　このため、平成23（2011）年の森林法改正により、間伐等を早急に実施する必要のある森林を市
町村長が要間伐森林として当該森林の所有者に直接通知して間伐を促す仕組みへと変更するととも
に、裁定については、施業代行者に間伐木の所有権を移転させる契約を追加することにより、施業
代行を実施しやすい仕組みとしたところです。
　また、所有者が不明な場合であっても、市町村長が通知の内容について掲示･公告し、上述の間
伐木の所有権移転等に関する裁定を都道府県が行うことにより施業代行を実施（間伐木の対価は供
託）することも可能となっています。なお、要間伐森林の通知に当たっては、間伐等が必要な森林
を把握しておくことが重要であり、市町村森林整備計画の附属資料において図示やリストアップを
行うことを推奨しています。

3
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	 森林の土地所有者届出制度
　本制度は、森林総合監理士が直接的に関与することは少ないと考えられますが、新たに森林の土
地所有者となった者に対し、市町村長にその旨を届け出ることを義務づける制度です。
　この制度は、森林法に基づく伐採および伐採後の造林の届出に係る事項の変更・遵守命令や保安
林における監督処分等を円滑に実施していくためには、森林の所有者の異動があった場合にこれを
適切に把握する必要があることから設けられました。その背景には、外国人による森林取得が報道
等を通じて問題視されたこともあります。これまでも、一定面積（例えば都市計画区域外において
は１ha）以上の土地売買については国土利用計画法に基づく届出制度がありましたが、本制度によ
り売買以外のものも含め、面積にかかわらず森林の所有権の異動を把握することが可能となりまし
た。なお、国土利用計画法に基づく届出をしたときは森林の土地所有者の届出は不要としています。
　具体的な運用としては、新たに森林の土地の所有者となった者は、その土地が所在する市町村の
長に90日以内に届出をしなければなりません。届出は、所定の様式に、新たに土地の所有者となっ
た者の氏名または名称、住所、土地の所在、土地の面積、所有権の異動の原因などを記載して行う
ことになります。売買、相続または贈与、森林の土地を所有している法人を買収した場合など形式
を問わず、個人であっても法人であっても、取得した森林の面積にかかわらず、新たに森林の土地
の所有者となった場合はすべて届出の対象となります。この届出をしなかったり、虚偽の届出を行っ
た場合には、10万円以下の過料の対象となります。
　また、届出のあった情報については、市町村において台帳等に整備して森林所有者情報として蓄
積するとともに、都道府県との間で情報共有し、森林簿情報の更新などに活用することが期待され

4

図3-10　要間伐森林の概要
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ます。また、森林法に基づく森林所有者への指導、勧告、命令の円滑な実施や、集約化に必要な森
林所有者情報の整備の面からも重要な情報となります。
　なお、このような市町村における森林所有者情報の整備については、国の補助事業（市町村森林
所有者情報整備事業）により、必要なシステムの整備（森林GISの整備を含む）、情報整備（情報入力、
情報の整理・管理のための賃金等）、現地調査の実施（所有者情報や森林資源情報の把握のための
調査）への助成が行われています。森林情報システムの整備が遅れている市町村においては、同事
業の活用が望まれます。

図3-11　森林の土地の所有者届出制度の概要
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